
2024年度の取り組み：

(1) 2023年実施社内アンケート結果からの人権リスクの整理と抽出

2023年度に実施した事業対象アンケートをもとに、具体的な潜在人権リスクの抽出を行いました。また、
2024年度に事業部関係者から事務局へ、バリュー・チェーン上の人権に関する個別相談が5件あり、そ
れぞれの実態を踏まえて必要な是正措置や予防策の実行などの対応を行いました。リスクが低い案件に
ついても継続してモニタリングを行う、などの措置をとっています。

(2) グループ全体の人権デュー・ディリジェンスの手順の実務への落とし込み検討

2024年度以降、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」（UNGP）の原文にあらためて立ち返り、当
社グループの3領域（マテリアル、住宅、ヘルスケア）を対象として運用に関する手順や文書の見直し
を行いました。2023年に実施した人権デュー・ディリジェンスのプロセスのSTEP2中心の検討に加え、
STEP5までの一連の人権課題への取り組みの対象（事業規模、業種、活動地域）を見える化し、グルー
プ横断での文書化も含めた必要なタスクをリスト化しています。2025年度から新たにスタートした中期
経営計画も踏まえ、各領域、専門部署と方向性を共有し、今後、既存実務への落とし込みおよび関係者
への浸透を進める予定です。

旭化成グループのバリュー・チェーンにおける人権課題の取り組み状況

上記のリスク課題をもとに、各事業で行っている取り組みとグループとして網羅的に取り組んでいる既
存の施策に加え、グループのバリュー・チェーン上での各ステップでのビジネスと人権に関する追加的
な取り組みについて今後必要な施策も含め整理をしました。
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